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臨時休園延長に関する今後の対応についてver.８
　
　前略にて失礼します。
ご案内の通り、昨日京都府ならびに京都市は公立学校の臨時休校の期間を延長しました。京都府下の公立小中学校は各市町村の対応となりますが、多くは府立の学校と足並みをそろえることが予想されます、28日の府立学校の決定を受けて近日中に通知されると思われます。
にわかに9月入学案が急浮上してきましたが、現時点では全く不明です。今後GW中に政府が緊急事態宣言を延長するかどうかの判断がありますので、延長となった場合は京都市の臨時休校の5/17日は更に伸びることになります。私立幼稚園としては、引き続き地域の公立学校と足並みをそろえることになりますので、各園は各市町村から情報を得ていただく必要があります。

以下、現状で重要と思われる項目について、京都府文教課ならびに文科省FAQなどからの情報をもとにして連盟三役にて取りまとめました。

１．保育料について
　臨時休園の期間が長期化し、今回更に延長されたことから保護者からの問い合わせ、苦情などの対応に各園が苦慮されていると思います。保護者の心情に寄り添いながら丁寧に受け止めることは非常に大切ですが、保育料に関する理解を得ながら慎重な対応が重要です。保育料や保育料の上乗せ徴収分に関しては以下の事柄を再度ご確認ください。

・今回、保護者に月額上限25,700円が結果的に還付されるが、それはあくまでも昨年からの無償化によるものであり、休園したから保育料が返還されることを意味する訳ではない。
・保育料は人件費、施設整備費、室内外の教育環境整備費、教材費、研究費などの必要経費の1年分が積算根拠となっている。
・上記により保育料を日額や月額に算定して返還することは、そもそも本来の考え方にそぐわない。
・保育料は大学などの授業料と同様に、園児が在籍期間中は納付するものであり、休業期間が発生したことで返還する義務が必ずしも生じるものではない。
・2歳児クラスの保育料に関しても、上記と同じ考え方を基本として保護者対応することが重要。
・保育料の上乗せ徴収分に関しても、各園が予め定めた独自の保育料に保護者が納得して入園していることを保護者に丁寧に説明して、理解を求めることが重要。
・文科省のFAQにもこのことが記載されている。保育料に関しては高等学校の授業料を参照。
https://www.mext.go.jp/content/20200423-mxt_kouhou01-000006270_1.pdf

Q:75　休業期間中の高等学校の授業料は、返還するべきか。
A:75　授業料は、授業の受講や単位の認定、施設の使用など学校における教育に関する役務提供に対する対価であり、単に授業日数に応じてではなく、一定期間に行われる教育役務の提供に必要な費用の一部として学校設置者が定め、生徒に対して負担を求めているものです。
臨時休業により授業が行われないことになる場合においても、各学年の課程の修了や卒業の認定を行ったり、休業中の家庭学習等の支援や臨時休業終了後の補修等の配慮を行ったりするなど、教育に関する様々な役務提供があり、授業料は、こうした役務提供を含め、学校の教育活動に必要となる費用を総合して定められているものであり、その徴収については、半期、四半期、月毎などで行われているものです。
個々の学校における授業料の取扱いについては、学校設置者の権限と責任において適切に定め、運用すべきものですが、こうした授業料の性質に鑑みれば、このたびの臨時休業の場合においても、必ずしも授業料の返還が生じるものではないと考えます。

Q：73　幼稚園において臨時休業を行う場合無償化の上限額を超えて徴収される保育料（給食費・通園送迎費は除く）の取り扱いはどのように考えたらよいか　
A：73　私学助成園における施設等利用給付の支給上限額を超える保育料や、子ども・子育て 支援新制度に移行した幼稚園における上乗せ徴収（特定保育料）の取扱については、各設置者と保護者の契約等に基づき定められるものであるため、臨時休業期間中の徴収の取扱については保護者の理解を得つつ各設置者において御判断いただくよう御願いします。 
 　　　なお、一般論としては、臨時休業期間中においても、幼稚園教諭・保育教諭といった 各職員は教育課程や保育計画の編成、保育環境の準備、各家庭との連絡、園内の消毒・衛生管理体制の強化など、教育・保育の提供に必要な業務に従事していると考えられ、保育料はこうした役務を含め、教育・保育の提供に必要となる費用を総合して定められているものであること等を踏まえると、必ずしも臨時休業中の保育料の返還義務が生じるものではないと考えられます。

＊各地区などで混乱を招かないためにも、保育料については上記を踏まえて各園が保護者の理解を得つつ、慎重な対応をすることが肝要です。
＊保護者の経済的な理由などを勘案して、一定金額を返金する場合でも保育料を返金するという手続きではなく、何らかの給付金を支給するという処理などをご検討ください。
＊但し幼稚園が休業要請対象事業者支援給付金などを申請する場合は、念のため給付要綱を予め確認してから上記の保護者への対応方法を決定してください。
＊募集要綱などに○○の場合は返金すると記載している場合はこの限りではありません。

但し、今回の臨時休園が不可抗力とはいえ長期にわたっていますので、休業分の日数の代替えという観点ではなく、保育の機会の補充や園児の経験などの担保として、何らかの措置をとる事は考えられます。
例えば長期休業中や土曜日に自由登園日の機会をつくるなど、園としての子ども達や保護者への思いをそのような形であらわすことは問題ないと考えます。
※何らかの措置を計画する場合は、休業期間中の教職員の勤務日数や時間を調整する必要が生じます。

２．実費負担の取り扱い
文科省FAQ（前掲）にて以下の通り、給食費、通園送迎費用、空調費などはいずれも費用の発生状況に基づき縮減された額について不徴収・返還などを行うことが示されています。
→全額を返金するのではなく、この度の休業のため実施できなかった分の費用を算出して返金などするという意味です。
具体的には、実際の費用の発生状況を踏まえつつ、例えば、月毎、四半期・学期毎の納付の場合には、学校再開後の徴収金額の中で調整することや、年間費用の事前納付の場合には、学校再開後の適切な時期に不用額を返還することなどが想定されます。
いずれにしても、園の具体的方針を出来るだけ早めに決定して保護者に通知することが重要です。

Q：74　幼稚園において臨時休業を行う場合、臨時休業期間中における保育料以外の徴収金（給食費・通園送迎費等）の取扱はどのように考えたらよいでしょうか。
A：74　給食費・通園送迎費等といった、保育料以外の徴収金については、当該徴収金に対応した物品の購入や役務の提供等に係る費用の発生状況を踏まえつつ、臨時休業に伴い当該費用が縮減される場合には、徴収額の減額等を行うことが考えられます。 
 　　　 例えば、給食費について、臨時休業が長期にわたる場合等で、給食に係る食材の調達 量や配食計画の見直し等により費用が縮減できた場合には、徴収額の減額等を行い保護者の負担軽減を図ることが考えられます。

Q：76　私立学校の臨時休業期間中のスクールバス代、空調費、寮費等は、返還するべきか。
A：76　スクールバス代、空調費、寮費等の授業料以外の納付金については、当該納付金の使途となる費用が臨時休業に伴って縮減される場合には、徴収額の減額、返還等を行うことが考えられます。

３．教育週数３９週の考え方
文科省からの通知は現時点ではありませんが、FAQや教育要領などから推測されることは、以下の通りです。
・休業要請に応じた臨時休業により、教育日数＝教育週数を減じることとなる。
・教育週数が伝染病の流行等の理由により39週を下回ることは認められている。
・現時点では、教育週数の回復（39週の確保）を、文科省は求めていない。
→つまり今回の臨時休業のために、夏休みなどで振替保育を実施して、39週を確保する必要はありません。
＊なお、教育週数の回復のために土曜・長期休業期間中に保育を行うことは可能だが、教育日数を加算することは園則との関係で整理が必要と思われます。By文教課
＊幼稚園教育要領」及び「同解説」
【要領】幼稚園の毎学年の教育課程に係る教育週数は、特別の事情がある場合を除き、39週を下回ってはならない。
【解説】特別の事情とは、台風、地震、豪雪などの非常変災、その他急迫の事情があるときや伝染の
流行などの事情が生じた場合のことを指している。

４．指導要録の「出欠状況」について
今回の臨時休業の措置を行った場合には、教育日数には含まないものとして記録してください。
つまり臨時休園期間は教育日数に含まれないので、出席にも欠席にも該当しません。

文科省FAQ（前掲）にも以下の記載があり、幼稚園も同様の扱いです。
Q：60　 臨時休業期間において、指導要録の「出欠の記録」にはどのように記載すればよ いか。 
A：60　 令和２年４月１日以降の小学校等については、平成31年３月29日の通知「小学校、中 学校、高等学校及び特別支援学校等における児童生徒の学習評価及び指導要録の改善等 について」に示す通り、中学校等及び高等学校等については、平成22年５月11日の通知 「小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等における児童生徒の学習評価及び指導 要録の改善等について」に示す通り、学校保健安全法第20条に基づく臨時休業の措置を 行った場合には、授業日数には含まないものとして記録を行うようにしてください

５．京都府休業要請対象事業者支援給付金について
京都府のHPに掲載されています。
http://www.pref.kyoto.jp/sanroso/news/coronavirus-kyuhukin.html
休業要請に応じている、学校法人（常時雇用する職員が１００名以内）も対象となります。
詳細は近日中に公表されます。

６．ひきつづき臨時休園の対応について
・基本的には家庭保育に出来るだけの協力を要請
・保育を利用できる要件を引き続き厳格化
・職業による保育利用の制限は行わないこと
・保護者どちらかがテレワークや交代勤務などの場合は保育の利用を控えるように要請
・やむを得ないニーズのため保育を実施する場合の注意点
消毒対策を徹底的に実施する
３密空間を極力さける
→例）保育の１グループの人数をできる限り少なくする。
室内にとどまる時間を出来るだけ減らす。
保護者に呼びかけて出来るだけ短時間保育に協力を要請する。
昼食時は特に細心の注意が必要

７．教職員の出勤などについて
京都府の緊急事態措置の実施内容の第１番目の要請は外出自粛
→人との接触を8割減らすことが最重要。
→6割、7割減では効果は非常に劣る。By専門家会議メンバー
→勤務日数に当てはめると、週１回勤務が基本。
→このことを基本に、教職員の人数や保育ニーズに応じて8割減の保育シフトを組むなどしてください。
８．家庭との連携（今後更に重要）
園として何らかの形で家庭や園児とつながっておく手段を考えることも重要な視点です。
→電話・手紙・メール発信・HP活用・動画配信など
→ただし、教職員の個人情報を守る意味でも、動画などは絶対に拡散させない配慮が必要
京都市では市立幼稚園もDVDなどで保育の提案をすることになったようです

９．園児・保護者や関係者（同居親族、職場を含む）に陽性反応が出たり、濃厚接触者の可能性が出たりした場合は、速やかに幼稚園に連絡するよう各家庭に依頼してください。
園児・教職員に感染あるいは疑いが出た場合は園から文教課に連絡をしてください。
4月3日18：39文教課のメール参照

